
 
 
 
 
 
 
 
 
日本における子どもの貧困率は 13.5%（2019 年）。7 人に 1 人、約 280 万人の子どもたちが貧困状態にあるといわれています。その中で

もひとり親家庭に至っては 2 人に 1 人の子どもが貧困状態といわれており OECD 加盟国の中でも最悪の水準です。 

子どもの貧困対策としては食支援が代表的ですが、貧困によって起こる「教育格差」も注視すべき課題です。子ども時代の経済格差が教育

格差を生み、貧困を背景とした親から子への「負の社会的相続」が子どもの将来自立する力を奪う可能性もあります。 

コロナ禍で子育て世代の孤立が深まっています。2021 年度に行った文部科学省の全国調査で、不登校が認められた小中学生が過去最多

の 24 万人を超えたことが報告されています。学校への行き渋り・不登校を地域の課題と捉え、「学べる居場所」 「フリースクール」等を立ち上

げる市民団体が神奈川県内でも増えています。 

「子どもの貧困に立ち向かう市民活動応援基金」では、格差・貧困・孤立等により子どもたちの学びの場や機会が制限されることのないよう

に、無料塾、フリースクール、居場所などの学習支援活動を行う団体を対象に助成を実施します。 
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地域の学び場支援助成 

（子どもの貧困に立ち向かう市民活動応援基金） 

  第 2期 助成団体 募集 募集締め切り 6 月 19 日 

無料塾、フリースクールなど学習支援活動を行う団体を応援します 

 

１．趣旨・目的 

「子どもの貧困に立ち向かう市民活動応援基金」では、格差・貧困・孤立等により子どもたちの学びの場や機会が制限され

ることのないように、無料塾、フリースクール、居場所などの学習支援活動を行う団体を対象に助成を実施します。 

２．対象となる団体、事業 

県内の無料塾、フリースクールなどの学習支援活動を行う非営利団体（法人格の有無は問いません） 

３．対象となる経費 

学習支援活動の運営に係る事業費・運営費を助成します。 

（例）物品購入費、消耗品費、会場費、通信費、ボランティア活動経費、など 

４．対象となる活動・事業の期間 

 2023年 10月～2024年 3月の事業・活動を支援します。 

５．助成額 

  ①助成総額 120万円 ②助成上限額 10万円（1団体） 

６．スケジュール 

2023年 6月 5日（月）募集開始 

2023年 6月 19日（月）募集〆切 17時必着 

 2023年 9月 助成団体の決定 

※6月 1日（水）～17日（金）に個別相談（1時間程度）を実施します。（必須ではありません） 

当財団へ初めて申請する団体はできるだけご参加ください。 

 

 
住所：〒222-0033 横浜市港北区新横浜 2-2-15 パレアナビル 6 階 
TEL  ：045-620-9044 FAX：045-620-9045 

オンライン説明会 

5 月 20 日（土）13：00～14：00 

※ 説明会への参加は必須ではありません 


